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報告第４号

報告第５号

報告第６号

議案第37号

議案第38号
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議案第40号 　財産取得について（（仮称）松原市立北認定こども園事業用地）

　松原市都市計画税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第
１５号）専決処分の承認を求めることについて

　令和５年度松原市一般会計補正予算（第１号）専決処分の承認を
求めることについて

　令和５年度松原市一般会計補正予算（第２号）

　松原市手数料条例の一部を改正する条例制定について

　松原市火災予防条例の一部を改正する条例制定について

令和５年松原市議会第２回定例会付議事件

　令和４年度松原市一般会計補正予算（第１２号）専決処分の承認
を求めることについて

　令和４年度松原市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）専決
処分の承認を求めることについて

　令和４年度松原市下水道事業会計補正予算（第２号）専決処分の
承認を求めることについて

　松原市市税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第１４号）
専決処分の承認を求めることについて



報告第１号 

 

 

令和４年度松原市一般会計補正予算（第１２号）専決処分の承認を 

求めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

令 和 ４ 年 度 
 

 

 

松原市一般会計補正予算 
 

 

 

（第１２号） 
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専決第 １ 号 

 

令和４年度松原市一般会計補正予算（第１２号） 

 

令和４年度松原市の一般会計の補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，７４４，００２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５１，８１０，３０１

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 専 決 

 

松 原 市 長 澤 井 宏 文 
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第 　

１. 地

歳

方 交 付 税 ８，６８８，

　

０００ １，１９０，１

出

７８ ９，８７８，１７

　

８

予

14. 国 庫 支 出

　

金 １３，９０３，０６

算

５ ６８３，０７９ １４

　

，５８６，１４４

補

１. 国 庫 負

１ 　

担 金 １０，３９１，２

正

７７ △１，０９２ １０

歳

，３９０，１８５

　

２. 国 庫 補

　

助 金 ３，４８１，９６

入

１ ６８４，１７１ ４，１６６，１３２

15. 府 支 出 金 ４，０５９，２６６ ７，９０３

 

４，０６７，１６９

１. 府 負 担 金 ３，１０１，４７７ ７，９０３ ３，１０

款

９，３８０

項

16.

補

財 産 収 入 ３４７，５５

　

９ ２１０，４０１ ５５

正

７，９６０

　

１. 財 産 運 用 収 入

表

前

１８１，２７９ ２８２

　

１８１，５６１

の

２. 財 産 売 払

　

収 入 １６６，２８０ ２

額

１０，１１９ ３７６，

補

３９９

　

17. 寄 附

 

金 １３７，９７０ ８９

正

０ １３８，８６０

　

１. 寄 附 金

　

 

１３７，９７０ ８９０

額

１３８，８６０

計

1

千

9. 諸 収 入 １，１０１

円

，２６１ １５９，０５

千

１ １，２６０，３１２

円

５. 雑

千

入 １，０３９，２０７

円

１５９，０５１ １，１９８，２５８

　

20. 市 債 １，６６７，６００ △５０７，５００ １，１６０，１００

１. 市 債

1

１，６６７，６００ △

0

５０７，５００ １，１

.

６０，１００

地

歳 　 　 入 　 　 合

方

　 　 計 ５０，０６６，

歳

交

２９９ １，７４４，０

付

０２ ５１，８１０，３

税

０１

８，６８８，０

　

００ １，１９０，１７

入

８ ９，８７８，１７８
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歳　

２７９，４８９ ４，５４６，０４９

款

３.

項

民 生 費 ２７，５６２，

補

１３５ ７８，５８２ ２

　

７，６４０，７１７

正

１. 社 会

　

福 祉 費 １１，１７８，

前

１７４ １０，１１２ １

　

１，１８８，２８６

　

の

２. 児 童

　

福 祉 費 ８，３７９，５

額

２６ １５，９４２ ８，

補

３９５，４６８

　

５. 国 民 健 康

 

保 険 費 １，５７５，７

正

４８ ５２，５２８ １，

　

６２８，２７６

 

４

額

. 衛 生 費 ４，０８５，

出

計

８７１ ８２，１４２ ４

千

，１６８，０１３

円

１. 保 健 衛

千

生 費 ２，１６７，００

円

０ ８２，１４２ ２，２

千

４９，１４２

円

５. 産 業 経 済 費 １，３１６，６９３ ３ １，３１６，６９６

２. 商 工 費 １，２０６，３４１ ３ １，２０６，３４４

２

６. 土

.

木 費 ２，９２３，３１

総

４ ３０３，７８５ ３，

務

２２７，０９９

費

３. 都 市 計 画

４

費 ４１６，１３４ ３，

，

７８５ ４１９，９１９

３

４. 下

２

水 道 費 １，４５０，０

９

００ ３００，０００ １

，

，７５０，０００

０２

８. 教 育 費 ４，１０６

２

，８１４ １ ４，１０６

１

，８１５

，

１. 教 育 総 務 費 ５４

２

７，６９４ １ ５４７，

７

６９５

９

歳 　 　 出 　 　 合 　 　 計

，

５０，０６６，２９９

４

１，７４４，００２ ５

８

１，８１０，３０１

９ ５，６０８，５１１

１. 総 務 管 理 費 ３，２６６，５６０ １，
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限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

年10％
以　内

（但し、利率見直し方式
で借入れる政府資金、地
方公共団体金融機構資
金、ゆうちょ銀行資金及
びかんぽ生命保険資金に
ついて利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率）

道路整備事業 67,700 同　上 同　上 同　上 同　上 68,400 同　左 同　左 同　左 同　左

公園整備事業 9,200 同　上 同　上 同　上 同　上 9,700 同　左 同　左 同　左 同　左

消防施設整備
事 業

117,000 同　上 同　上 同　上 同　上 118,000 同　左 同　左 同　左 同　左

義務教育施設
整 備 事 業

125,300 同　上 同　上 同　上 同　上 126,600 同　左 同　左 同　左 同　左

社会教育施設
整 備 事 業

53,200 同　上 同　上 同　上 同　上 53,600 同　左 同　左 同　左 同　左

保健体育施設
整 備 事 業

42,200 同　上 同　上 同　上 同　上 44,500 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左

第 ２ 表　　地 方 債 補 正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

文化施設整備
事 業

2,800

政  府

銀  行

その他

普通貸借

又は

証券発行

25年以内（内据置５年以内）
年賦又は半年賦の元金均等又
は元利均等償還とする。ただ
し財政の状況により償還年限
を短縮し、繰上償還をし、又
は借換えることができる。

3,500
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限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

年10％
以　内

（但し、利率見直し方式
で借入れる政府資金、地
方公共団体金融機構資
金、ゆうちょ銀行資金及
びかんぽ生命保険資金に
ついて利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率）

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

臨時財政対策 995,000

政  府

銀  行

その他

普通貸借

又は

証券発行

25年以内（内据置５年以内）
年賦又は半年賦の元金均等又
は元利均等償還とする。ただ
し財政の状況により償還年限
を短縮し、繰上償還をし、又
は借換えることができる。

480,600 同　左 同　左 同　左 同　左
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令 和 ４ 年 度 

 

 

松原市一般会計補正予算に関する説明書 

 

 

（第１２号） 
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出

譲 与 税 １９０，０００

補

１９０，０００

正

３. 利 子 割 交

予

付 金 １５，０００ １５

算

，０００

事

４. 配 当 割 交 付 金 ９

項

９，０００ ９９，００

別

０

５.

明

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付

細

金 ９５，０００ ９５，

書

０００

１

６. 法 人 事 業 税 交 付 金

.

２０７，０００ ２０７

　

，０００

総

７. 地 方 消 費 税 交 付

　

金 ２，５９０，０００

 

２，５９０，０００

 

８. 環 境

 

性 能 割 交 付 金 ３７，０

括

００ ３７，０００

　

９. 地 方 特

 

例 交 付 金 １００，５０

(

０ １００，５００

 

10. 地 方

歳

交 付 税 ８，６８８，０

　

００ １，１９０，１７

 

８ ９，８７８，１７８

 

11.

 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付

入

金 １９，０００ １９，

 

０００

)

12. 分 担 金 及 び 負 担

款

金 ２３２，１６８ ２３

補

２，１６８

正

13. 使 用 料 及 び

前

手 数 料 ５０６，６７０

の

５０６，６７０

額

14. 国 庫 支

補

出 金 １３，９０３，０

正

６５ ６８３，０７９ １

額

４，５８６，１４４

計

15. 府 支 出 金 ４，０５９，２６６ ７，９０３ ４，０６７，１６９

16. 財 産 収 入 ３４７，５５９ ２１０，４０１ ５５７，９６０

17

千

. 寄 附 金 １３７，９７

円

０ ８９０ １３８，８６

千

０

18

円

. 繰 入 金 ６９５，７６

千

４ ６９５，７６４

円

１. 市 税 １

歳

４，３６５，２３２ １

入

４，３６５，２３２

歳

２. 地 方
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前

21. 繰

の

越 金 １，００９，２４

額

４ １，００９，２４４

補

歳　　

正

入　　合　　計 ５０，

額

０６６，２９９ １，７

計

４４，００２ ５１，８１０，３０１

千円 千円 千円

19. 諸 収 入 １，１０１，２６１ １５９，０５１ １，２６０，３１２

20

款

. 市 債 １，６６７，６

補

００ △５０７，５００

正

１，１６０，１００
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府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.議 会 費

 

339,780 339

(

,780

 

２.総 務 費 4

歳

,329,022 1,

　

279,489 5,6

 

08,511 14,8

 

91 700 275 1,

 

263,623

出

３.民

 

生 費 27,562,1

)

35 78,582 27

補

,640,717 23

　

9,562 2 △160

　

,982

正

４.衛 生 費 4

　

,085,871 82

　

,142 4,168,

額

013 105,543

　

1 △23,402

　

５.

の

産 業 経 済 費 1,316

　

,693 3 1,316

　

,696 477,71

財

7 3 △477,717

　　

６.土 木 費 2,923

源

,314 303,78

　

5 3,227,099

　

5 1,200 890 3

内

01,690

　

７.消 防

　

費 1,344,977

訳

1,344,977 1

款

,842 1,000 △

補

2,842

 

８.教 育 費

正

4,106,814 1

 

4,106,815 3

前

36,882 4,00

 

0 1 △340,882

の 

９.公 債 費 3,982

額

,693 3,982,

補

693

　

10.予 備 費 7

　

5,000 75,00

正

0

　

歳　　出　　合　

　

　計 50,066,2

額

99 1,744,00

計

2 51,810,30

特

1 1,176,442

　

6,900 1,172

　

559,488

　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 
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１.地 方 交 付 税

２

8,688,000 1

.

,190,178 9,

　

878,178

歳

１.地 方 交 付 税 1,1

　

90,178 普通交付

　

税 1,087,312

入

特別交付税 102,866

(款) 10. 地方交付税

計 8,688,000 1,190,178 9,878,178

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 10. 地方交付税

(項) １. 地方交付税
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費 9,734,447 △1,092 9,733,355 ４.国 民 健 康 △1,092 保険者支援分 △588

国 庫 負 担 金 保 険 費 未就学児均等割保険料分 △504

負 担 金

計 10,391,277 △

目

1,092 10,39

補

0,185

正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) １. 国庫負担金

１.民 生

-12-



費 570,934 684,171 1,255,105 ３.総 務 管 理 費 684,171 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

国 庫 補 助 金 補 助 金

(款) 14. 国庫支出金

計 3,481,961 6

目

84,171 4,16

補

6,132

正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) ２. 国庫補助金

１.総 務
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,954,995 7,903 2,962,898 ４.国 民 健 康 7,903 保険基盤安定 8,449

府 負 担 金 保 険 費 保険者支援分 △294

負 担 金 未就学児均等割保険料分 △252

計 3,101

目

,477 7,903 3

補

,109,380

正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 15. 府支出金

(項) １. 府負担金

１.民 生 費 2

-14-



及 び 106 282 388 １.利 子 及 び 282 いきいき松原基金運用収入 2

配 当 金 配 当 金 阪神高速道路大和川線沿道施設維持管理基金運用収入 2

財政調整基金運用収入 265

減債基金運用収入 4

目

公

補

共施設整備事業基金運

正

用収入 2

前

商業活性化事

の

業等基金運用収入 3

額

子

補

ども未来基金運用収入

　

2

正

奨学基金運用収入 1

　額

新型コロナウイルス感

計

染症等対策推進基金運

節

用収入 1

(款) 

説

16. 財産収入

　　

計 181,279 28

　

2 181,561

　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 16. 財産収入

(項) １. 財産運用収入

２.利 子

-15-



産 165,318 210,119 375,437 １.土 地 建 物 210,119 用地処分金 206,996

売 払 収 入 売 払 収 入 元法定外公共物処分金 3,123

計 166,280 210,119 376,399

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 16. 財産収入

(項) ２. 財産売払収入

２.不 動
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890 890 １.バラいっぱい 890

寄 附 金 寄 附 金

(款) 17. 寄附金

計 137,970 890 138,860

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 17. 寄附金

(項) １. 寄附金

３.バラいっぱい

-17-



,184 159,051 1,198,235 １.雑 入 159,051 雑入

計 1,039,207 159,051 1,198,258

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 19. 諸収入

(項) ５. 雑入

２.雑 入 1,039
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0 700 15,800 ２.文化施設整備 700 ふるさとぴあプラザ空調機更新事業

事 業 債

４.土 木 債 282,300 1,200 283,500 １.道 路 整 備 700 三宅上田線道路改良事業

目

事 業 債

補

３.公 園 整

正

備 500 公園施設等

前

バリアフリー化事業

の

事

額

業 債

補

５.消 防 債 117,

　

000 1,000 11

正

8,000 １

　

.消防施設整備 1,0

額

00 消火栓施設整備

計

事業 700

節

事 業 債 消防

説

ポンプ自動車購入事業

　

300

　

６.教 育 債 220

　

,700 4,000 2

　

24,700

　

１.義 務 教 育 1,30

　

0 各小学校空調機設

　

置事業

　

施 設 整 備

　

事 業 債

明
区

２.社 会 教 育 400

　

公民館改修事業

　

施 設

分

整 備

金

事 業 債

　

３.保 健

額

体 育 2,300 市民

千

体育館改修事業

円

施 設 整

千

備

円

事 業 債

千

７.臨 時 財 政 9

円

95,000 △514

千

,400 480,60

円

0 １.臨 時 財

千

政 △514,400

円

対 策 債

(

対 策 債

(款

款

) 20. 市債

) 

計 1,667,600

2

△507,500 1,

0

160,100

. 市債

(項) １. 市債

１.総 務 債 15,10
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区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.一般管理費 1,500,040 1,500,040 495 △495 　 　 秘書課一般事務費

３

松原市

.

民バラフェスティバル

　歳

事業

　

公共

　

施設循環バス運行事業

出

(

３.広 報 費 3

款

1,660 31,66

)

0 2,259 △2,2

 

59 　 　 広報等発行事

２

業

.

９.諸 費 8

 

9,244 2 89,2

総

46 2 24. 積 立 金 2

務

その他特定目的 阪神高

費

速道路大和川線沿道施

(項

基金積立金 設維

)

持管理基金費 2

 １

10.情報管理費 2

.

39,407 239,

 

407 7,281 △7

総

,281 　 　 情報化推

務

進事業

管

13.

理

文化振興費 191,0

費

40 1,705 192

補

,745 700 1,0

　

05 24. 積 立 金 1,

正

705 その他特定目的

　

ふるさとぴあプラザ空

額

調機更

　

基金積立

の

金 新事業

　

文化振

財

興基金費 1,705

　源

15.財政調整

　

684,390 1,2

内

76,139 1,96

　

0,529 265 1,

訳

275,874 24.

節

積 立 金 1,276,1

説

39 財政調整基金積 財

　

政調整基金費 1,27

　

6,139

　

基 金

　

費 立金

　

16.

　

公共施設 39,863

　

1,637 41,50

明

0 2 1,635 24.

目

積 立 金 1,637 その

補

他特定目的 公共施設整

正

備事業基金費

前

整

の

備 費 基金積立金 1,6

額

37

補

17.減

 

債基金費 4 4 4 24.

正

積 立 金 4 減債基金積立

 

金 減債基金費 4

額 計

18.いきいき 2 2

特

2 24. 積 立 金 2 その

　

他特定目的 いきいき松

　

原基金費 2

定

松原

　

基金費 基金積立金

　財

計 3

　

,266,560 1,

　

279,489 4,5

源

46,049 10,0

一

35 700 275 1,

般

268,479

財源
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１.戸 籍 住 民 256,149 256,149 962 △962

(

　 　 戸籍住民基本台帳

款

事務事業

)

基本台

 

帳費

２.

計 256,149

 

256,149 962

総

△962

務費

(項) ３. 戸籍住民基本台帳費

(款) ２. 総務費 (項) ３. 戸籍住民基本台帳費
-21-



一般財源 区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

４.市議

(

会議員 74,294 7

款

4,294 3,894

)

△3,894 　 　 市議

 

会議員選挙

２

選 挙

.

費

 総

計 197,116 1

務

97,116 3,89

費

4 △3,894

(項) ４. 選挙費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
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１.社 会 福 祉 2,378,031 10,112 2,388,143 220 9,

(

892 24. 積 立 金 1

款

0,112 その他特定

)

目的 松原市社会福祉協

 

議会運営助

３

総 務

.

費 基金積立金 成事業

 民

福祉事業者指導監

生

査等事務事

費

業

(項

地域福祉基金費 1

)

0,112

 

３

１

.老人福祉費 344,

.

390 344,390

 

199,019 △19

社

9,019 　 　 元希者

会

応援支援金支給事業

福祉

４.老 人 福 祉 3

費

0,514 30,51

(

4 46 △46 　 　 老人

款

福祉センター運営管理

)

事

 

センター費 業

３.

８.総 合 福 祉

 

31,497 31,4

民

97 45 △45 　 　 総

生

合福祉会館運営管理事

費

業

(

会 館 費

項)

10.障害福祉費 1

 

05,745 105,

１

745 96 △96 　 　

.

障害福祉課一般事務費

 社会

計 11,178,17

福

4 10,112 11,

祉

188,286 199

費

,426 △189,314

-23-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

児 童 福 祉 525,67

款

6 15,942 541

)

,618 12,508

 

2 3,432 24. 積

３

立 金 15,942 その

.

他特定目的 子ども未来

 

基金費 15,942

民生

総 務 費 基金積立金

費

地域子育て支援拠点事

(

業

項

出産・子育て

)

応援事業

 

２.

２

児童福祉費 5,521

.

,080 5,521,

 

080 16,433 △

児

16,433 　 　 私立

童

保育所運営管理事業

福祉

子育てのための保

費

育施設等利

用給付事業

私立放課後児童健全育成事業

４.児 童 福 祉 1,108,411 1,108,411 4,384 △4,384 　 　 公立保育所運営管理事業

施 設 費 公立認定こども園運営管理事

業

留守家庭児童会室運営事業

補　

計

正

8,379,526 1

　

5,942 8,395

額

,468 33,325

　

2 △17,385

の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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１.国 民 健 康 1,575,748 52,528 1,628,276 6

(

,811 45,717

款

27. 繰 出 金 52,5

)

28 他会計繰出金 国民

 

健康保険特別会計繰出

３

金

.

保 険 費 52,

 

528

民生

計 1,575,

費

748 52,528 1

(

,628,276 6,

項

811 45,717

) ５. 国民健康保険費

(款) ３. 民生費 (項) ５. 国民健康保険費
-25-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２.

(

予 防 費 1,565,2

款

60 82,142 1,

)

647,402 105

 

,543 1 △23,4

４

02 24. 積 立 金 82

.

,142 その他特定目

 

的 地域保健課一般事務

衛

費

生

基金積立金 予

費

防接種事業

(

新型

項

コロナウイルス感染症

)

等

 

対策推進基金

１

費 82,142

. 

子どもインフルエンザ

保

ワクチ

健

ン接種事

衛

業

生

新型コロナウ

費

イルス感染症に

おける健康観察者支援事業

計 2,167,000 82,142 2,249,142 105,543 1 △23,402

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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３.農業振興費 33,100 33,100 26,500 △26,500 　 　 地

(

産地消普及促進事業

款)

計

 

110,352 110

５

,352 26,500

.

△26,500

 産業経済費

(項) １. 農業費

(款) ５. 産業経済費 (項) １. 農業費
-27-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

商工総務費 449,8

款

87 449,887 3

)

74,190 △374

 

,190 　 　 令和４年

５

度臨時プレミアム付

. 

商品券事業

産業

２.商工振興費 73

経

8,833 3 738,

済

836 77,027 3

費

△77,027 24.

(

積 立 金 3 その他特定目

項

的 商業活性化事業等基

)

金費 3

 

基金積立

２

金 電気・燃料・ガス料

.

金高騰事

 

業者支

商

援事業

工費

計 1,206,341 3 1,206,344 451,217 3 △451,217

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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３.道 路 新 設 100,234 100,234 700 △700 　 　 三宅

(

上田線道路改良事業

款)

改 良 費

 ６

計 677,

.

071 677,071

 

700 △700

土木費

(項) ２. 道路橋りょう費

(款) ６. 土木費 (項) ２. 道路橋りょう費
-29-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

都 市 計 画 205,78

款

3 205,783 5 △

)

5 　 　 まちづくり推進

 

課一般事務費

６

総

.

務 費

 

３.公 園

土

費 198,094 3,

木

785 201,879

費

500 890 2,39

(

5 24. 積 立 金 3,7

項

85 その他特定目的 公

)

園施設等バリアフリー

 

化事

３

基金積立金

.

業

 

緑化基金費 3

都

,785

市計

計 416,1

画

34 3,785 419

費

,919 5 500 890 2,390

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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１.下 水 道 1,450,000 300,000 1,750,000 300,000

(

18. 負担金、 2,1

款

03 補助金 下水道事業

)

会計補助金

 

整 備

６

費 補助及び 300,0

.

00

 

交 付 金

土木

23. 投資及び 2

費

97,897 出資金

(項

出 資 金

) 

計 1,45

４

0,000 300,0

.

00 1,750,00

 

0 300,000

下水道費

(款) ６. 土木費 (項) ４. 下水道費
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一般財源 区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.常備

(

消防費 1,094,7

款

97 1,094,79

)

7 1,842 700 △

 

2,542 　 　 常備消

７

防活動事業

.

消火

 

栓施設整備事業

消防

５.消防施設費 15

費

0,415 150,4

(

15 300 △300 　

項

　 消防ポンプ自動車購

)

入事業

 １

計 1,344,

.

977 1,344,9

 

77 1,842 1,0

消

00 △2,842

防費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
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２.事 務 局 費 287,502 1 287,503 1 24. 積 立 金 1 その他特定目

(

的 奨学基金費 1

款)

基金積立金

 

３

８

.教育推進費 254,

.

600 254,600

 

8,365 △8,36

教

5 　 　 放課後学習等サ

育

ポート事業

費

学校

(

ＩＣＴ機器等整備事業

項) 

計 547,694 1 5

１

47,695 8,36

.

5 1 △8,365

 教育総務費

(款) ８. 教育費 (項) １. 教育総務費
-33-



源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.学

(

校管理費 424,55

款

7 424,557 11

)

,351 1,300 △

 

12,651 　 　 小学

８

校教材・教具購入事業

. 

小学校運営事業

教育

小学校支援学級

費

運営事業

(

各小学

項

校空調機設置事業

) 

計 5

２

77,573 577,

.

573 11,351 1

 

,300 △12,65

小

1

学校費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　
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１.学校管理費 222,857 222,857 5,310 △5,310 　 　 中学校

(

教材・教具購入事業

款)

中学校運営事業

 ８

中学校支援学級運

.

営事業

 教

計 330,83

育

3 330,833 5,

費

310 △5,310

(項) ３. 中学校費

(款) ８. 教育費 (項) ３. 中学校費
-35-



源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.幼

(

稚 園 784,161 7

款

84,161 1,20

)

0 △1,200 　 　 幼

 

稚園運営管理事業

８.

総 務 費 認定こども園

 

等運営管理事業

教育

計 78

費

4,161 784,1

(

61 1,200 △1,

項

200

) ４. 幼稚園費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　
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２.公 民 館 費 35,951 35,951 400 △400 　 　 公民館改修事業

(款

６.文 化 財 11

)

,134 11,134

 

250 △250 　 　 調

８

査・保存事業

.

保

 

護 費

教育

計 646,654

費

646,654 250

(

400 △650

項) ５. 社会教育費

(款) ８. 教育費 (項) ５. 社会教育費
-37-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

保 健 体 育 122,76

款

6 122,766 79

)

2 △792 　 　 学校保

 

健体育関係事業

８.

総 務 費

 

２.体

教

育施設費 286,78

育

4 286,784 2,

費

300 △2,300 　

(

　 市民体育館改修事業

項)

３.学校給食

 

費 810,349 81

６

0,349 309,6

.

14 △309,614

 

　 　 学校給食業務事業

保健体

計 1,219,899

育

1,219,899 3

費

10,406 2,300 △312,706

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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令 和 ４年 度中

補 正 前 の 額 補 正 額 元金償還見込額

19,046,755
千円

18,186,480
千円

672,600
千円

6,900
千円

1,545,348
千円

17,320,632
千円

教 育 5,041,332 4,742,386 137,700 1,300 481,618 4,399,768

消 防 986,683 840,182 117,000 1,000 166,938 791,244

体 育 施 設 404,097 381,702 9,000 2,300 45,808 347,194

道 路 3,057,377 2,983,505 275,000 700 196,866 3,062,339

都 市 計 画 3,566,283 3,291,990 45,400 500 296,577 3,041,313

文 化 施 設 1,639,003 1,630,028 56,000 1,100 27,070 1,660,058

21,985,983 21,240,388 995,000 △ 514,400 2,217,219 19,503,769

臨 時 財 政 対 策 債 19,462,173 19,478,489 995,000 △ 514,400 1,747,643 18,211,446

41,032,738 39,426,868 1,667,600 △ 507,500 3,762,567 36,824,401

区 分

令 和 ４ 年 度 中 増 減 見 込 額 令和４年度末

現在高見込額
令和２年度末現在高 令和３年度末現在高 令和４年度中起債見込額

１． 普　　　　 通　　　　 債

（１）

（３）

（５）

（７）

（８）

（10）

（11）

２． そ　　　　 の　　　　 他

合 計

地方債の令和２年度末及び令和３年度末における現在高
並びに令和４年度末における現在高の見込みに関する調書
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報告第２号 

 

 

令和４年度松原市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）専決処 

分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

 

 

令 和 ４ 年 度 
 

 
松 原 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 

 

 

                     (第  ５  号) 
 

 

 

－1－



 

専決第 ２ 号 
 
 

令和４年度松原市国民健康保険特別会計補正予算（第５号） 

 

 

令和４年度松原市の国民健康保険特別会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」によ

る。   

 

 
        令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 専　決 

 

 
                                                                           松 原 市 長  澤　井　宏　文 

 

 

 

－2－



第 　

１. 他 会 計 繰 入 金 １

歳

，５７５，７４８ ５２

　

，５２８ １，６２８，

出

２７６

　

５. 諸 収 入

予

１，３２５，８３１ △

　

５２，５２８ １，２７

算

３，３０３

　

３. 雑 入 １，３２

補

４，９７１ △５２，５

１ 　

２８ １，２７２，４４

正

３

歳 　

歳

　 入 　 　 合 　 　 計 １５

　

，８８９，９５３ １５

　

，８８９，９５３

入

 

款 項 補　正　

表

前　の　額 補　 正　

　

 額 計

千円 千円 千円

　

４. 繰 入 金

歳

１，５７５，７４８ ５

　

２，５２８ １，６２８

入

，２７６

－3－



 

 

 

 

                      令 和 ４ 年 度 
 

 
松原市国民健康保険特別会計補正予算に関する説明書 

 

 

（第 ５ 号） 
 

 

 

－4－



出

. 一 部 負 担 金 １０ １０

補

３. 府

正

支 出 金 １０，３８２，

予

１７１ １０，３８２，

算

１７１

事

４. 繰 入 金 １，５７５

項

，７４８ ５２，５２８

別

１，６２８，２７６

明

５. 諸 収

細

入 １，３２５，８３１

書

△５２，５２８ １，２

１

７３，３０３

.

歳　　入　　合

　

　　計 １５，８８９，

総

９５３ １５，８８９，

　

９５３

   括

　 ( 歳　   入 )

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

１. 国 民 健

歳

康 保 険 料 ２，６０６，

入

１９３ ２，６０６，１

歳

９３

２

－5－



府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.総 務 費

 

254,292 254

(

,292

 

２.保 険 給 付

歳

費 10,154,76

　

0 10,154,76

 

0

 

国 民 健 康 保 険
３. 3

 

,841,856 3,

出

841,856
事 業 費

 

納 付 金

)

４.保 健 事 業 費

補

132,435 132

　

,435

　

５.公 債 費 8

正

,667 8,667

　

６

　

.諸 支 出 金 1,397

額

,943 1,397,

　

943

　

７.予 備 費 10

の

0,000 100,0

　

00

　

歳　　出　　合

財

　　計 15,889,

　

953 15,889,

　

953

源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 

－6－



１.一 般 会 計 1,5

２

75,748 52,5

.

28 1,628,27

　

6 １.一 般 会 計

歳

52,528

　

繰 入 金 繰

　

入 金

(款) ４.

入

 繰入金

計 1,575,748 52,528 1,628,276

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ４. 繰入金

(項) １. 他会計繰入金

－7－



871 △52,528 1,246,343 １.雑 入 △52,528

計 1,324,971 △52,528 1,272,443

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ５. 諸収入

(項) ３. 雑入

５.雑 入 1,298,

－8－



報告第３号 

 

 

令和４年度松原市下水道事業会計補正予算（第２号）専決処分の承 

認を求めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



（ 第　　２　　号 ）

令和４年度　松原市下水道事業会計補正予算

- 1 -



（ 頁 ）

（予算に関する説明書）

（予算参考資料）

１１

７

松原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）令和４年度

･････････････････････････････････････････････

１３松原市下水道事業会計補正予算（第２号）説明書

令和４年度松原市下水道事業会計補正予算（第２号）

令和４年度会計書類に関する注記

令和４年度

･･･････････････････････････････････････令和４年度

･････････････････････････････････････････････････松原市下水道事業会計予定貸借対照表

･････････････････････････････････････････････････････････

目　　　　　　　次

３

４

５

令和４年度

（予算）

松原市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画 ･･･････････････････････････････････

･･････････････････････････
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専決第３号

第２条　令和４年度松原市下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。

千円 17,352 千円 3,686,252 千円

千円 △ 18,549 千円 2,670,943 千円

千円 20,652 千円 1,000,060 千円

千円 15,249 千円 15,249 千円

下水道事業会計補正予算（第１号）第２条本文中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「１，６０８，１００千円」を

「１，３１０，２０３千円」に、当年度分損益勘定留保資金「１，３６６，０７５千円」を「１，０６８，１７８千円」に改める。

千円 297,897 千円 3,008,297 千円

千円 297,897 千円 671,346 千円第２項 他 会 計 出 資 金 373,449

第２項 営 業 外 収 益 979,408

第３項 特 別 利 益 0

（ 計 ）

第１款　資 本 的 収 入

（ 補 正 予 定 額 ）　（科　　目）

（収益的収入及び支出）

（ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

収 入

第１款　下 水 道 事 業 収 益 3,668,900

（資本的収入及び支出）

第３条　令和４年度松原市下水道事業会計予算第４条に定めた資本的収入の予定額を次のとおり補正し、令和４年度松原市

第１項 営 業 収 益 2,689,492

令和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日　専決

2,710,400

松 原 市 長　　　澤　井　宏　文

令和４年度　松 原 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 （第２号）

収 入

（ 既 決 予 定 額 ）

（総則）

第１条　令和４年度松原市下水道事業会計の補正予算(第２号)は、次に定めるところによる。

　（科　　目） （ 既 決 予 定 額 ）

- 3 -



収　　 　入

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

１．下水道事業収益 3,668,900 17,352 3,686,252

１．営 業 収 益 2,689,492 △ 18,549 2,670,943

２．雨水処理負担金 929,222 △ 18,549 910,673

２．営 業 外 収 益 979,408 20,652 1,000,060

２．他 会 計 補 助 金 147,329 20,652 167,981

３．特 別 利 益 0 15,249 15,249

１．過年度損益修正益 0 15,249 15,249

収　　 　入

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

１．資 本 的 収 入 2,710,400 297,897 3,008,297

２．他 会 計 出 資 金 373,449 297,897 671,346

１．他 会 計 出 資 金 373,449 297,897 671,346

目

款

令和４年度  松原市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円） 

目項

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円） 

款 項
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失（△） △ 93,044

減価償却費 2,413,408

資産減耗費 55,107

賞与引当金の増減額（△は減少） 144

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 6

長期前受金戻入額 △ 812,449

受取利息 △ 3

支払利息及び企業債取扱諸費 481,663

未収金の増減額（△は増加） 26,892

未払金の増減額（△は減少） 41,631

前払金の増加額 6,842

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,033

小計 2,117,164

利息の受取額 3

利息の支払額 △ 481,663

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,635,504

令和４年度 松原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出等 △ 526,425

無形固定資産の取得による支出等 △ 232,133

国庫補助金、負担金による収入等 159,110

基金繰入による支出 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 599,449

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入 1,495,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,471,223

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 700,000

一時借入金の返済による支出 △ 148,133

一般会計からの出資金による収入等 673,449

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 750,607

Ⅳ 資金増減額（△は減少） 285,448

Ⅴ 資金期首残高 0

Ⅵ 資金期末残高 285,448
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千円 千円 千円 千円

１．

（１）

イ 410,110

ロ 127,236

△ 24,163 103,073

ハ 59,997,744

△ 7,868,108 52,129,636

ニ 632,809

△ 247,135 385,674

ホ 290

△ 234 56

（２）

イ 7,398,014

7,398,014
                                 

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計 53,028,549

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和４年度 松原市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和 5 年 3 月 31 日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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千円 千円 千円 千円

（３）

イ 872
                                 

872
                                 

60,427,435
                                                            

２．

（１） 285,448

（２） 613,079

△ 10,245 602,834

888,282
                                                    

61,315,717

     
３．

（１）

イ

30,328,381
                                                    

30,328,381

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 資 産

基 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

（２）

イ

2,000,000

2,000,000

32,328,381

４．

（１）

イ

3,332,310
                                                    

3,332,310

（２） 439,394

（３） 6,490

（４）

イ 6,204

ロ 1,265
                                                    

7,469

3,785,663流 動 負 債 合 計

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

他 会 計 借 入 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

- 9 -



千円 千円 千円 千円

５．

（１） 24,279,234

△ 3,229,753

21,049,481

57,163,525

     
６． 4,387,419

７．

（１）

イ 135,435

ロ 7,380

142,815

（２）

イ 378,042

△ 378,042
                               

△ 235,227
                                                  

4,152,192

61,315,717

                                                            

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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令和４年度　会計書類に関する注記
Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

イ．減価償却の方法
定額法

ロ．主な耐用年数
建物 １５～５０年
構築物 ５０年
機械及び装置 ６～５０年
工具器具及び備品 １５～２０年

（２）無形固定資産
イ．減価償却の方法

定額法
ロ．主な耐用年数

施設利用権 ４５～５０年
２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金
　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担
に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、
当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

３．重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

- 11 -



４．消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報
報告セグメントが単一のため、記載を省略している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内　　　　１，２４１千円
１年超　 ２，６３８千円

３，８７９千円

Ⅳ．その他
１．賞与引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金６，３４７千円を取り崩すこととする。
２．法定福利費引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に充てるため、法定福利費引当金１，３２９千円を取り崩
すこととする。

計
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金 額

１． 3,668,900 17,352 3,686,252

１．営 業 収 益 2,689,492 △ 18,549 2,670,943

２．雨水処理負担金 929,222 △ 18,549 910,673 １．
雨 水 処 理
負 担 金

△ 18,549

２．営 業 外 収 益 979,408 20,652 1,000,060

２．他会計補助金 147,329 20,652 167,981 １．他会計補助金 20,652

３．特 別 利 益 0 15,249 15,249

１．過年度損益修正益 0 15,249 15,249 １．
過 年 度 損 益
修 正 益

15,249

金 額

１． 2,710,400 297,897 3,008,297

２．他会計出資金 373,449 297,897 671,346

１．他会計出資金 373,449 297,897 671,346 １．他会計出資金 297,897

計
節

予　　算　　参　　考　　資　　料

令和４年度　松原市下水道事業会計補正予算（第２号）説明書

計款 項

雨水処理負担金

下水道事業収益

説 明
区 分

（単位：千円）

資 本 的 収 入

（単位：千円）

既決予定額
節

目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　 　　　　入　

説 明既決予定額 補正予定額
区 分

款 項 目

補正予定額

収　益　的　収　入　及　び　支　出

一般会計出資金

一般会計補助金

流域下水道事業負担金精算金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　 　　　　入　
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報告第４号 

 

 

松原市市税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第１４号）専 

決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



専決第４号 
 
 

松原市市税条例の一部を改正する条例制定について 
 
 
 松原市市税条例（平成２１年条例第３６号）の一部を改正する条例制定を地方 
 
自治法第１７９条第１項の規定により専決する。 
 
 
 
 

令和５年３月３１日専決 
 
 

松原市長  澤  井  宏  文 
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松原市条例第１４号 

 

松原市市税条例の一部を改正する条例 

 

 松原市市税条例（平成２１年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額

のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、

「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民

税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納

付し、若しくは納入する」に改める。 

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項

とし、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同

条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の

次に次の１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年に

おいて当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１

項の規定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申

告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出し

た同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者

は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の

規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第

３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出することができる。 

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」

を「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併

せて賦課し、及び徴収する。 

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の

合算額」に、「によって」を「により」に改める。 

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に

改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。

次項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「に

は」に、「によって」を「により」に改め、同条第３項中「によって」を「によ

り」に改め、同条第４項中「「給与所得及び」を「、「給与所得及び」に改め、

同条第５項及び第６項中「によって」を「により」に改める。 

第４６条中「によって」を「により」に改める。 

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に

改め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規

定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過
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誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができ

るものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を

納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収すること

が」に、「である場合においては」を「である場合には」に改め、「及び均等割

額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及

び第４７条の５において同じ。）」を加え、「によって徴収する場合において

は」を「により徴収する場合には」に、「によって徴収する。」を「により徴収

する。」に改め、同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改め

る。 

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に

は」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の

２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金

関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用すること

ができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」

を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第４８条第２項中「第５項及び第１１項」を「第４項及び第１０項」に、同条

第５項中「申告を含む」を「申告書を含む」に、「年７．３パーセント」を「、

年７．３パーセント」に改める。 

第５０条第２項中「においては」を「には」に改める。 

第８２条第１号ニ中「及び側面」を「、側面」に改め、「３輪のもの」の次に

「及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第

１３号の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加える。 

第９８条第１項及び第５項中「第３４号の２の５様式」の次に「又は第３４号

の２の５の２様式」を加える。 

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第 

６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１４

項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２２項」を「附則第１５条第２１

項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２３項第１号」を「附則第１５条第

２２項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２３項第２号」を「附則

第１５条第２２項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３項第３

号」を「附則第１５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第

２４項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９項中「附則

第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、同条第 

１０項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２５項第１号

イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を「附則第１５

条第２５項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２６項第１号

ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５
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条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第１４

項中「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に

改め、同条第１５項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第 

２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を

「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第 

２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同条第１８項中

「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、

同条第１９項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第

３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第

２８項」に改め、同条第２１項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第

３２項」に改め、同条第２２項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第

３３項」に改め、同条第２３項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第

３８項」に改め、同条第２４項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条第

４２項」に改め、同条第２５項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

４３項」に改め、同条第２７項を次のように改める。 

２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、

３分の１とする。 

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条

第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第

１１項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有

に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マ

ンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

（２） 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

（４） 当該工事が完了した年月日 

（５） 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

附則第１５条の２を削る。 

附則第１５条の２の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改

め、同条を附則第１５条の２とする。 

附則第１５条の６第３項を削る。 

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和２

年４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３

月３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同条第７項
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中「附則第３０条第７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン

軽自動車」を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動

車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、

当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を

削り、「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」

を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句」を「同条第２号イ（２）中「３，９００円」とあるのは 

「２，０００円」と、同号イ（３）（ⅰ）中「６，９００円」とあるのは 

「３，５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則第３０

条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１

日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指

定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条

第２号イ（２）中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号イ

（３）（ⅰ）中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改め、同項を

同条第４項とする。 

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第３項中 

「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改め

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第８２条第１号ニの改正規定及び附則第４条第１項の規定（この条例

による改正後の松原市市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６

条の２第３項に係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

（２） 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規

定、同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、

第４７条の２及び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２の２

の改正規定（同条第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に

改める部分に限る。）及び附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次

条第１項並びに附則第４条第１項（新条例附則第１６条の２第３項に係

る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月１日 

（３） 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１
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日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の松原市市税条例の規定中個人の

市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受

けるべき松原市市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項

において「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書

について適用し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定

による申告書については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において

「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律

第７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において

「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項

において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において

「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引

（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資

産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定

する先端設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資

産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第８２条第１号ニ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの

軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条

例による改正前の松原市市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に

規定する３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について

は、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の

施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の

環境性能割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して

課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお
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従前の例による。 

 



報告第５号 

 

 

松原市都市計画税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第１５ 

号）専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



専決第５号 
 
 

松原市都市計画税条例の一部を改正する条例制定について 
 
 
 松原市都市計画税条例（平成２１年条例第３８号）の一部を改正する条例制定 
 
を地方自治法第１７９条第１項の規定により専決する。 
 
 
 
 

令和５年３月３１日専決 
 
 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

松原市条例第１５号 

 

松原市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 松原市都市計画税条例（平成２１年条例第３８号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条

第１４項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条

第３２項」に改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条

第３３項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条

第３８項」に改める。 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条

第４３項」に改める。 

附則第１９項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項、

第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若しくは

第４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第 

２４項、第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項

若しくは第４６項」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の松原市都市計画税条例

（以下「新条例」という。）の規定は、令和５年度以後の年度分の都市計画税

について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従前の例に

よる。 

３ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一

部を改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の

施行の日の前日までの間における新条例附則第１９項の規定の適用については、

同項中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」と

する。 



報告第６号 

 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第１号）専決処分の承認を求 

めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和５年６月５日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

令 和 ５ 年 度 
 

 

 

松原市一般会計補正予算 
 

 

 

（第１号） 
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専決第 ６ 号 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第１号） 

 

令和５年度松原市の一般会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１９，０１７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４６，９６９，０１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ５ 月 １ 日 専 決 

 

松 原 市 長 澤 井 宏 文 
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第 　

２. 国

歳

庫 補 助 金 ６５６，４７

　

９ ２１９，０１７ ８７

出

５，４９６

　

歳 　 　 入 　 　 合 　

予

　 計 ４６，７５０，０

　

００ ２１９，０１７ ４

算

６，９６９，０１７

　補１ 　正

歳　　入

 

款 項 補　正　

表

前　の　額 補　 正　

　

 額 計

千円 千円 千円

　

14. 国 庫

歳

支 出 金 １０，６７８，

　

４６３ ２１９，０１７

入

１０，８９７，４８０
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歳　

９，０１７ ８，６３０，８７２

款

歳 　 　 出 　 　 合 　 　

項

計 ４６，７５０，００

補

０ ２１９，０１７ ４６

　

，９６９，０１７

正　前　

　

の　額 補　 正　 額

出

計

千円 千円 千円

３. 民 生 費 ２５，８６８，２７３ ２１９，０１７ ２６，０８７，２９０

２. 児 童 福 祉 費 ８，４１１，８５５ ２１

-4-



 

令 和 ５ 年 度 

 

 

松原市一般会計補正予算に関する説明書 

 

 

（ 第 １ 号 ） 
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出

譲 与 税 １８５，０００

補

１８５，０００

正

３. 利 子 割 交

予

付 金 １４，０００ １４

算

，０００

事

４. 配 当 割 交 付 金 １

項

１５，０００ １１５，

別

０００

明

５. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

細

交 付 金 ８３，０００ ８

書

３，０００

１

６. 法 人 事 業 税 交

.

付 金 ２７８，０００ ２

　

７８，０００

総

７. 地 方 消 費 税

　

交 付 金 ２，８５０，０

 

００ ２，８５０，００

 

０

８.

 

環 境 性 能 割 交 付 金 ４６

括

，０００ ４６，０００

　

９. 地

 

方 特 例 交 付 金 １１４，

(

０００ １１４，０００

 

10.

歳

地 方 交 付 税 ８，８５０

　

，０００ ８，８５０，

 

０００

 

11. 交 通 安 全 対 策 特

 

別 交 付 金 １５，５００

入

１５，５００

 

12. 分 担 金 及

)

び 負 担 金 ２４７，７７

款

７ ２４７，７７７

補

13. 使 用

正

料 及 び 手 数 料 ５２３，

前

４６４ ５２３，４６４

の

14.

額

国 庫 支 出 金 １０，６７

補

８，４６３ ２１９，０

正

１７ １０，８９７，４

額

８０

1

計

5. 府 支 出 金 ４，１８２，７４２ ４，１８２，７４２

16. 財 産 収 入 １９９，４１１ １９９，４１１

17. 寄 附 金 ２００，３４２ ２００，３４２

千

18. 繰

円

入 金 ４１７，４９６ ４

千

１７，４９６

円 千円

１. 市 税 １

歳

５，０９１，５３４ １

入

５，０９１，５３４

歳

２. 地 方
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前

７５０，０００ ２１９

の

，０１７ ４６，９６９

額

，０１７

補 正 額 計

千円 千円 千円

19. 諸 収 入 ２１６，８７１ ２１６，８７１

20. 市 債 ２，４４１，４０

款

０ ２，４４１，４００

補

歳　　

正

入　　合　　計 ４６，
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府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.議 会 費

 

338,695 338

(

,695

 

２.総 務 費 3

歳

,638,883 3,

　

638,883

 

３.民

 

生 費 25,868,2

 

73 219,017 2

出

6,087,290 2

 

19,017

)

４.衛 生

補

費 2,983,030

　

2,983,030

　

５

正

.産 業 経 済 費 552,

　

881 552,881

　額

６.土 木 費 4,051

　

,197 4,051,

　

197

の

７.消 防 費 1,

　

486,262 1,4

　

86,262

財

８.教 育

　

費 3,914,033

　

3,914,033

源

９

　

.公 債 費 3,866,

　

746 3,866,7

内

46

　

10.予 備 費 50

　

,000 50,000

訳

款

歳　　出　　合　　

補

計 46,750,00

 

0 219,017 46

正

,969,017 21

 

9,017

前 の 額 補　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 
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２.民 生 費 34

２

5,908 219,0

.

17 564,925

　

２.児 童 福 祉 費 9

歳

4,254 子育て世帯

　

生活支援特別給付金（

　

その他世帯分）支給事

入

業

国 庫 補 助 金 補 助 金

３.母 子 福 祉 費 124,763 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給事業

補 助 金

(款) 14. 国庫支出金

計 656,479

目

219,017 875

補

,496

正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) ２. 国庫補助金
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区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２.児童福祉費 5,328,913 94,254 5,423,167 94,254 10. 需 用 費 49 消耗品

３

費 10 子育て世帯生活

.

支援特別給付

　

印

歳

刷製本費 39 金（その

　

他世帯分）支給事業

　出

11. 役 務 費 2

(

05 通信運搬費 85 9

款

4,254

)

手数

 

料 120

３

12

.

. 委 託 料 3,850 そ

 

の他委託料

民

1

生

9. 扶 助 費 90,15

費

0

(

３.母子福

項

祉費 658,345 1

)

24,763 783,

 

108 124,763

２

10. 需 用 費 91 消耗

.

品費 14 子育て世帯生

 

活支援特別給付

児童

印刷製本費 77 金（ひ

福

とり親世帯分）支給事

祉費

11. 役 務 費

補

322 通信運搬費 14

　

6 業 124,763

正　

手数料 176

額　

12. 委 託 料 3,

の

850 その他委託料

　財

19. 扶 助 費 1

　

20,500

源　

計 8,4

内

11,855 219,

　

017 8,630,8

訳

72 219,017

節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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議案第 ３７ 号 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和５年度松原市の一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，６７２，２６３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４８，６４１，２８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令 和 ５ 年 ６ 月 ５ 日 提出 

 

松 原 市 長 澤 井 宏 文 
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第 　

１. 国

歳

庫 負 担 金 ９，９９１，

　

３８０ １３４，５１４

出

１０，１２５，８９４

　

２. 国

予

庫 補 助 金 ８７５，４９

　

６ １１６，５０９ ９９

算

２，００５

　

15.

補

府 支 出 金 ４，１８２，

１ 　

７４２ ３，６７５ ４，

正

１８６，４１７

歳

２. 府 補 助 金

　

８８４，５９１ ３，６

　

７５ ８８８，２６６

入

19. 諸 収 入 ２１６，８７１ １，０４０，３６５ １，２５７，２３６

５

 

. 雑 入 １６２，６９４ １，０４０，３６５ １，２０３，０５９

款

20. 市 債 ２，４４１

項

，４００ ３７７，２０

補

０ ２，８１８，６００

　

１. 市

正

債 ２，４４１，４００

　

３７７，２００ ２，８

表

前

１８，６００

　

歳 　 　 入 　 　 合

の

　 　 計 ４６，９６９，

　

０１７ １，６７２，２

額

６３ ４８，６４１，２

補

８０

　 正　

　

 額 計

千円 千円 千円

　

14. 国 庫

歳

支 出 金 １０，８９７，

　

４８０ ２５１，０２３

入

１１，１４８，５０３

-3-



歳　

６７７，１１２ １０，２５０，９２０

款

２. 児 童 福 祉

項

費 ８，６３０，８７２

補

４１９，２００ ９，０

　

５０，０７２

正

３. 生 活 保 護 費

　

６，３９０，５０５ ２

前

，５０６ ６，３９３，

　

０１１

　

の

４. 衛 生 費

　

２，９８３，０３０ ２

額

４９，７７０ ３，２３

補

２，８００

　

１. 保 健 衛 生 費 １

 

，０８３，６１１ ２４

正

９，７７０ １，３３３

　

，３８１

 

５. 産 業

額

経 済 費 ５５２，８８１

出

計

３２３，６７５ ８７６

千

，５５６

円

１. 農 業 費 ８１，１

千

０２ ３，６７５ ８４，

円

７７７

千

２. 商 工 費 ４７１，７

円

７９ ３２０，０００ ７９１，７７９

歳 　 　 出 　 　 合 　 　 計 ４６，９６９，０１７ １，６７２，２６３ ４８，６４１，２８０

３. 民 生 費 ２６，０８７，２９０ １，０９８，８１８ ２７，１８６，１０８

１. 社 会 福 祉 費 ９，５７３，８０８

-4-



令 和 ５ 年 度

～

令 和 ６ 年 度

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

事 項 期 間 限 度 額

（仮称）北認定こども園建設事業 ６５０，８００千円

-5-



限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

年10％
以　内

（但し、利率見直し方式
で借入れる政府資金、地
方公共団体金融機構資
金、ゆうちょ銀行資金及
びかんぽ生命保険資金に
ついて利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率）

同　左 同　左 同　左 同　左

第 ３ 表　　地 方 債 補 正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

児童福祉施設
整 備 事 業

314,800

政  府

銀  行

その他

普通貸借

又は

証券発行

25年以内（内据置５年以内）
年賦又は半年賦の元金均等又
は元利均等償還とする。ただ
し財政の状況により償還年限
を短縮し、繰上償還をし、又
は借換えることができる。

692,000
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令 和 ５ 年 度 

 

 

松原市一般会計補正予算に関する説明書 

 

 

（ 第 ２ 号 ） 
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出

譲 与 税 １８５，０００

補

１８５，０００

正

３. 利 子 割 交

予

付 金 １４，０００ １４

算

，０００

事

４. 配 当 割 交 付 金 １

項

１５，０００ １１５，

別

０００

明

５. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

細

交 付 金 ８３，０００ ８

書

３，０００

１

６. 法 人 事 業 税 交

.

付 金 ２７８，０００ ２

　

７８，０００

総

７. 地 方 消 費 税

　

交 付 金 ２，８５０，０

 

００ ２，８５０，００

 

０

８.

 

環 境 性 能 割 交 付 金 ４６

括

，０００ ４６，０００

　

９. 地

 

方 特 例 交 付 金 １１４，

(

０００ １１４，０００

 

10.

歳

地 方 交 付 税 ８，８５０

　

，０００ ８，８５０，

 

０００

 

11. 交 通 安 全 対 策 特

 

別 交 付 金 １５，５００

入

１５，５００

 

12. 分 担 金 及

)

び 負 担 金 ２４７，７７

款

７ ２４７，７７７

補

13. 使 用

正

料 及 び 手 数 料 ５２３，

前

４６４ ５２３，４６４

の

14.

額

国 庫 支 出 金 １０，８９

補

７，４８０ ２５１，０

正

２３ １１，１４８，５

額

０３

1

計

5. 府 支 出 金 ４，１８２，７４２ ３，６７５ ４，１８６，４１７

16. 財 産 収 入 １９９，４１１ １９９，４１１

17. 寄 附 金 ２００，３４２ ２００

千

，３４２

円

18. 繰 入 金 ４１７

千

，４９６ ４１７，４９

円

６

千円

１. 市 税 １

歳

５，０９１，５３４ １

入

５，０９１，５３４

歳

２. 地 方

-8-



前

歳　　入　

の

　合　　計 ４６，９６

額

９，０１７ １，６７２

補

，２６３ ４８，６４１

正

，２８０

額 計

千円 千円 千円

19. 諸 収 入 ２１６，８７１ １，０４０，３６５ １，２５７，２３６

20

款

. 市 債 ２，４４１，４

補

００ ３７７，２００ ２

正

，８１８，６００
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府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.議 会 費

 

338,695 338

(

,695

 

２.総 務 費 3

歳

,638,883 3,

　

638,883

 

３.民

 

生 費 26,087,2

 

90 1,098,81

出

8 27,186,10

 

8 1,253 377,

)

200 720,365

補　

４.衛 生 費 2,983

　

,030 249,77

正

0 3,232,800

　

249,770

　

５.産

額

業 経 済 費 552,88

　

1 323,675 87

　

6,556 3,675

の

320,000

　

６.土

　

木 費 4,051,19

財

7 4,051,197

　　

７.消 防 費 1,486

源

,262 1,486,

　

262

　

８.教 育 費 3,

内

914,033 3,9

　

14,033

　

９.公 債

訳

費 3,866,746

款

3,866,746

補

1

 

0.予 備 費 50,00

正

0 50,000

 

歳　

前

　出　　合　　計 46

 

,969,017 1,

の

672,263 48,

 

641,280 254

額

,698 377,20

補

0 1,040,365

　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 

-10-



２.衛 生 費 7,

２

819 134,514

.

142,333

　

１.保 健 衛 生 費 134

歳

,514 新型コロナウ

　

イルスワクチン接種事

　

業

国 庫

入

負 担 金 負 担 金

(款) 14. 国庫支出金

計 9,991,380 134,514 10,125,894

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) １. 国庫負担金

-11-



費 564,925 1,253 566,178 １.社 会 福 祉 費 1,253 生活困窮者就労準備支援事業費等

国 庫 補 助 金 補 助 金

３.衛 生 費 13,370 115,256 128,626 １.保 健 衛 生 費 115,256

目

新型コロナウイルス

補

ワクチン接種事業

正

国 庫 補 助 金

前

補 助 金

の

計 8

額

75,496 116,

補

509 992,005

　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) ２. 国庫補助金

２.民 生

-12-



費 6,070 3,675 9,745 １.農 業 費 3,675 初期投資促進事業

府 補 助 金 補 助 金

(款) 15. 府支出金

計 884,591 3,675 888,266

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 15. 府支出金

(項) ２. 府補助金

４.産 業 経 済

-13-



75 1,040,365 1,203,040 １.雑 入 1,040,365 雑入

計 162,694 1,040,365 1,203,059

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 19. 諸収入

(項) ５. 雑入

２.雑 入 162,6

-14-



00 377,200 692,000 １.児 童 福 祉 377,200 (仮称)北認定こども園建設事業

施 設 整 備

事 業 債

(款) 20. 市債

計 2,441,400 377,200 2,818

目

,600

補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 20. 市債

(項) １. 市債

２.民 生 債 314,8

-15-



区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.社会福祉 678,773 677,112 1,355,885 677,112 10. 需 用 費 1,155 消

３

耗品費 491 福祉総務

.

課一般事務費

　

総

歳

務 費 印刷製本費 664

　

32,976

　出

11. 役 務 費 23,4

(

81 通信運搬費 令和５

款

年度電力・ガス・食料

) 

3,205 品等

３

価格高騰重点支援給付

.

金

 

手数料 20,

民

276 支給事業 644

生

,136

費

12

(

. 委 託 料 10,000

項

その他委託料

) 

13. 使用料及び 9,

１

500

.

賃 借 料

 社

19. 扶 助 費 6

会

00,000

福祉

22. 償還金、 32,

費

976 償還金

補

利

　

子及び

正

割 引 料

　額

計

　

9,573,808 6

の

77,112 10,2

　

50,920 677,

財

112

　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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４.児 童 福 祉 1,507,126 419,200 1,926,326 377,

(

200 42,000 1

款

4. 工事請負費 419

)

,200 投資的工事費

 

(仮称)北認定こども

３

園建設事

.

施 設 費

 

業 419,200

民生

計 8

費

,630,872 41

(

9,200 9,050

項

,072 377,20

)

0 42,000

 ２. 児童福祉費

(款) ３. 民生費 (項) ２. 児童福祉費
-17-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

生 活 保 護 177,50

款

5 2,506 180,

)

011 1,253 1,

 

253 12. 委 託 料 2

３

,506 その他委託料

.

生活保護事務事業 2,

 

506

民

総 務 費

生費

計

(

6,390,505 2

項

,506 6,393,

)

011 1,253 1,

 

253

３. 生活保護費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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２.予 防 費 438,424 249,770 688,194 249,770 ７.

(

報 償 費 38 報償金 新型

款

コロナウイルスワクチ

)

ン

 

10. 需 用

４

費 2,878 消耗品費

.

1,678 接種事業 2

 

49,770

衛

印

生

刷製本費 100

費

(

修繕料 900

項

医

)

薬材料費 200

 １

11. 役 務 費 14,

.

852 通信運搬費

 保

4,941

健

手

衛

数料 9,911

生費

12. 委 託 料 223

(

,228 その他委託料

款)

13. 使用料

 

及び 1,574

４.

賃 借 料

 

18.

衛

負担金、 7,200 補

生

助金

費

補助及び

(項

交 付 金

) 

計 1,08

１

3,611 249,7

.

70 1,333,38

 

1 249,770

保健衛生費
-19-



　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

３.

(

農業振興費 32,82

款

9 3,675 36,5

)

04 3,675 18.

 

負担金、 3,675 補

５

助金 都市近郊農業振興

.

対策運営事

 

補助

産

及び 業 3,675

業経

交 付 金

済費

計 81,10

(

2 3,675 84,7

項

77 3,675

) １. 農業費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　

-20-



１.商工総務費 75,471 320,000 395,471 320,000 1

(

2. 委 託 料 80,00

款

0 その他委託料 令和５

)

年度臨時プレミアム付

 ５

18. 負担金

.

、 240,000 補助

 

金 商品券事業 320,

産

000

業

補助及び

経済

交 付 金

費

(

計 471

項

,779 320,00

)

0 791,779 32

 

0,000

２. 商工費

(款) ５. 産業経済費 (項) ２. 商工費
-21-



期 間 金 額 期 間 金 額 国･府支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 千円 年 千円 年 千円 千円 千円 千円 千円

５年度 650,800 2 650,800 200,578 405,100 45,122

左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

（仮称）北認定こども園建設
事業

事 項

令和５年度以降の

の支出（見込）額限 度 額

令和４年度末まで

債務負担行為で令和６年度以降にわたるものについての令和４年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和５年度以降の支出予定額等に関する調書
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令 和 ５年 度中

補 正 前 の 額 補 正 額 元金償還見込額

18,186,480
千円

17,840,732
千円

1,881,400
千円

377,200
千円

1,560,573
千円

18,538,759
千円

社 会 福 祉 3,273,660 3,122,862 314,800 377,200 171,135 3,643,727

39,426,868 37,858,901 2,441,400 377,200 3,666,215 37,011,286合 計

（６）

区 分
令和４年度末

現在高見込額

令 和 ５ 年 度 中 増 減 見 込 額 令和５年度末

現在高見込額
令和３年度末現在高 令和５年度中起債見込額

１． 普　　　　 通　　　　 債

地方債の令和３年度末における現在高並びに令和４年度末
及び令和５年度末における現在高の見込みに関する調書
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議案第３８号 

 

 

松原市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市手数料条例（昭和３９年条例第１４号）の一部を改正する条例を次のと 

 

おり制定する。 

 

 

 

 

令和５年６月５日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市手数料条例の一部を改正する条例 

 

第１条 松原市手数料条例（昭和３９年条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

  第２条中第９号を次のように改める。 

  （９） 削除 

第２条 松原市手数料条例の一部を次のように改正する。 

  第２条中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号を第１０号とし、

同号の次に次の１号を加える。 

  （１１） マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律

第１４９号）第５条の３第１項、第５条の６第１項又は第５条の７

第１項の認定の申請に対する審査 別表第４に定める額 

第２条第４３号中「別表第４」を「別表第５」に改め、同条第４４号中「別

表第５」を「別表第６」に改め、同条第４５号中「別表第６」を「別表第７」

に改め、同条第４６号中「別表第７」を「別表第８」に改め、同条第４７号中

「別表第８」を「別表第９」に改める。 

第３条第４号中「別表第５」を「別表第６」に改め、同条第５号中「別表第

６」を「別表第７」に改め、同条第６号中「別表第７」を「別表第８」に改め、

同条第７号中「別表第８」を「別表第９」に改める。 

別表第８を別表第９とし、別表第４から別表第７までを１表ずつ繰り下げ、

別表第３の次に次の１表を加える。 

別表第４（第２条関係） 

区分 手数料の額 

マンションの管理の適

正化の推進に関する法

律第５条の３第１項又

は第５条の６第１項の

認定の申請に対する審

査 

長期修繕計画の数が１

のもの 

4,000 円 

長期修繕計画の数が２

以上のもの 

4,000 円に長期修繕計

画の数から１を減じて

得た数に 1,800 円を乗

じた額を加算した額 

マンションの管理の適

正化の推進に関する法

律第５条の７第 1 項の

認定の申請に対する審

査 

管 理 規 約

を 変 更 す

るもの 

管理規約の

数が１のも

の 

4,300 円 

管理規約の

数が２以上

のもの 

4,300 円に管理規約の

数から１を減じて得た

数に 2,900 円を乗じた

額を加算した額 

長 期 修 繕

計 画 を 変

長期修繕計

画の数が１

10,300 円 



２ 

 

更 す る も

の 

のもの 

長期修繕計

画の数が２

以上のもの 

10,300 円に長期修繕計

画の数から１を減じて

得た数に 5,300 円を乗

じた額を加算した額 

マンションの管理に関する計画の認定を受けて

いることについての証明書の発行 

400 円 

備考 

   マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の７第１項の認定の

申請において、管理規約及び長期修繕計画を同時に変更するときは、区分に

応じた額を合算する。 

 

附 則 

この条例は、令和５年７月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布

の日から施行する。 



議案第３９号 

 

 

松原市火災予防条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市火災予防条例（昭和４８年条例第２２号）の一部を改正する条例を次の 

 

とおり制定する。 

 

 

 

 

令和５年６月５日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

松原市条例第  号 

 

松原市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

松原市火災予防条例（昭和４８年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転

車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」

を「自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。

以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのも

のをいう。以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを超える

ものを除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を

有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設備

で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成されるものを

いう。以下同じ。）にあつては、充電ポストを含む」に改め、同項第１号中「不

燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは」を「次に

掲げるものにあつては」に改め、同号に次のように加える。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

イ 分離型のものにあつては、充電ポスト 

 第１３条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあつては、この限りでない。 

第１３条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項

第７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動

車等に接続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」

に改め、同項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」を「緊急

に停止することができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたとき

に、速やかに操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自

動車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用

ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同

じ。）」を削り、同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主として保安のため

に設けるものを除く。）」を加え、同項中第１８号を第１９号とし、第１７号を

第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加える。 

（１７） 急速充電設備のうち分離型のものにあつては、充電ポストに蓄電池

（主として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

第１８条第１項中「日本産業規格」の次に「（産業標準化法（昭和２４年法律

第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。以下同じ。）」を加える。 

第２５条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設け

るときは、別表第２に定めるものとしなければならない」を「健康増進法（平成

１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合

においてはこの限りでない」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１

項を加える。 



２ 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けると

きは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあつ

ては、国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０

に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあつ

ては、国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０

に適合するものとしなければならない。 

第２５条第５項中「前項」を「第３項」に改める。 

第３５条第１項各号列記以外の部分中「別表第３」を「別表第２」に改め、同

項第１号ア中「（別表第３」を「（別表第２」に改め、同項第２号中「別表第

３」を「別表第２」に改め、同条第２項中「別表第３」を「別表第２」に改める。 

第３６条、第３６条の２及び第４９条中「別表第３」を「別表第２」に改める。 

第５１条中「別表第４」を「別表第３」に改める。 

別表第２を削り、別表第３を別表第２とし、別表第４を別表第３とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の２第１項の改正規

定及び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１３条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事が

されているこの条例による改正後の松原市火災予防条例（以下「新条例」とい

う。）第１３条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理

に関する基準の適用については、なお従前の例による。 

３ 新条例第２５条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「

喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正

する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替え

て適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識

」と読み替えるものとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第 

２５条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、

新条例第２５条第４項の規定に適合しないものについては、当該規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 



議案第４０号 

 

 

財産取得について（（仮称）松原市立北認定こども園事業用地） 

 

 

 次の財産を取得する。 

 

記 

 

１ 取得する財産   （仮称）松原市立北認定こども園事業用地 

所 在 地 地 積 

松原市別所３丁目６４番１ ９２５．４５㎡ 

松原市別所３丁目６６番１ ５９６．１９㎡ 

松原市別所３丁目６６番２ ６１８．７０㎡ 

松原市別所３丁目６９番１ ４２７．０７㎡ 

松原市別所３丁目７０番１ ６５０．８０㎡ 

松原市別所３丁目７１番 １，３７５．５４㎡ 

松原市別所３丁目７２番１ ４６９．５０㎡ 

合計 ５，０６３．２５㎡ 

 

２ 取得価格     ３１０，２９７，２５４円 

 

３ 取得の相手方   松原市阿保１丁目１番１号 松原市役所内 

            松原市土地開発公社 

 

 

令和５年６月５日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 

 

（参考） 別添位置図 
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